
 

岩手県環境審議会自然・鳥獣部会審議結果について（報告） 

 

平成 29 年２月９日（火）に開催した自然・鳥獣部会において、次のとおり諮問があった２項目につ

いて審議した結果、「第 12 次鳥獣保護管理事業計画の策定について」は、原案のとおり適当と認める

とともに、「第二種特定鳥獣管理計画の策定について」は、一部文言を修正のうえ、案のとおり認めた

ので報告する。 

 

１ 第 12 次鳥獣保護管理事業計画の策定について（別紙１） 

（１）計画期間 

平成 29 年４月１日から平成 34 年３月 31 日 

（２）概要 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成 14 年法律第 88 号。以下「法」

という。）第 4条の規定に基づき、鳥獣の保護及び管理を図るための事業（鳥獣保護管理事業）

を計画的に実施するために必要な事項を定めたもの。 

 

２ 第二種特定鳥獣管理計画の策定について 

（１）計画期間 

平成 29 年４月１日から平成 34 年３月 31 日 

（２）概要 

法第７条の２の規定に基づき、岩手県内において生息数が増加し、又はその生息範囲が拡大

している鳥獣を対象に、適切な管理を図るために必要な事項を定めたもの。 

（３）策定した計画 

① 第５次シカ管理計画（別紙２） 

② 第４次ツキノワグマ管理計画（別紙３） 

③ 第４次カモシカ管理計画（別紙４） 

④ 第２次イノシシ管理計画（別紙５） 
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第 12 次鳥獣保護管理事業計画の概要について 

１ 計画の名称 

  第 12 次鳥獣保護管理事業計画 

２ 計画の期間 

  平成 29 年４月１日から平成 34 年３月 31 日 

３ 計画の概要 

鳥獣の保護及び管理を図るための事業（鳥獣保護管理事業）を計画的に実施

するために、環境大臣が定める「鳥獣の保護及び管理を図るための事業を実施

するための基本的な指針」に即して、都道府県知事が策定するもので、鳥獣保

護区、鳥獣の捕獲等の許可、鳥獣の生息状況等の調査等に関する事項を定める

もの。（根拠：鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成 14
年法律第 88 号）第 4 条） 

４ 第 11 次鳥獣保護管理事業計画からの主な変更点 

 ● 捕獲許可におけるわなの許可基準について、「とらばさみ」の使用はやむ

を得ない場合に限る旨を明記した。 

 ● 銃による捕獲を実施する際に、水鳥又は希少猛禽類の生息地においては、

非鉛製弾の使用、又は捕獲個体の搬出を指導する旨を明記した。また、段階

的に鉛製弾の使用禁止について検討する旨について言及した。 

 ● 学術研究を目的とした捕獲については、原則捕殺を認めないが、外来鳥

獣や有害鳥獣であって、放鳥獣することが適切でないと認められる場合は

捕殺を認めることとした。 

 ● 有害鳥獣捕獲について、小型の箱わな等を用いて、アライグマ、ハクビ

シン等の小型の鳥獣を捕獲する場合、農林業被害の防止の目的で農林業者

自らの事業地内であれば、狩猟免許を有しない者であっても許可すること

ができることとした。 

 ● 有害鳥獣捕獲について、被害を防止する目的で、巣の撤去等に伴いカラ

ス、ドバト等の雛を捕獲又は卵を採取する場合は、狩猟免許を有しない者

であっても許可することができることとした。 

 ● 傷病鳥獣の救護について、鳥獣の管理が必要な種以外の救護を優先する

ほか、野生復帰が不可能又は鳥獣の管理を行う必要があり野生復帰させる

ことが適当でない個体については、研究若しくは教育のための活用、終生

飼養又はできる限り苦痛を与えない方法での致死等を検討することとした。 

 ● 普及啓発について、生物多様性の保全のためには、適切な鳥獣の保護及

び管理が重要であり、捕殺が不可欠な場合があることにも理解を求める旨

を言及した。 

別紙 １
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第５次シカ管理計画の概要 

 

計画策定の目的・計画期間等  背景・趣旨 

○ 科学的・計画的な管理の実施 

 ・捕獲を積極的に推進 

・農林業被害等の低減 

○ 計画期間  平成29年４月１日～平成34年3月31日 

○ 対象地域  岩手県全域 

 

 

 

県内のシカ推定個体数が約４万頭と推定さ

れ、県内全域に生息が確認されていることか

ら、農林業被害等の拡大・低減を図るため、

捕獲の強化等による対策が必要 

 

現  状  管理の目標  管理の実施  モニタリング等の実施 

■生息状況 

・県内ほぼ全ての市町村に

おいて捕獲されている

ことから、生息は全県に

拡大。 

 

■農林業被害状況 

・農業被害の拡大 

 飼料作物、水稲、野菜な

ど 

 H27：2億1,721万円 

・林業被害 

 造林木など 

H27：87万円 

 

■自然植生への影響 

・高山植物の食害が懸念 

 

 ■目 標 

・平成 35 年度末までにシ

カの推定個体数を半減 

・捕獲の強化による農林業

被害の早急な軽減と自

然植生被害の抑制 

・モニタリング調査を継続

することによる県独自

の個体数推定の算出 

 

■目標達成のための施策

の基本的考え方 

・県内全域における捕獲の

強化 

・モニタリング調査の実施

及び調査結果に基づく

個体数の管理 

・個体数管理、被害防除 

対策、生息環境管理を 

総合的に実施 

・地域主体の取組を進め 

るための体制整備を推

進 

 ■地域区分 

・県内を３つに区分し、地

域ごとの対策を推進 

①北上高地南部地域 

②北上高地北部地域 

③奥羽山脈地域 

 

■個体数管理 

・狩猟による捕獲の促進 

（狩猟期間の延長等） 

・有害鳥獣捕獲の効果的な

実施（農地周辺での捕獲

強化等） 

・捕獲の担い手の確保・育

成（研修会の開催等） 

 

■指定管理鳥獣捕獲等事業 

・認定鳥獣捕獲等事業者へ

の捕獲委託による県全域

での捕獲 

 

■被害防除対策 

・農林業被害対策 

（侵入防止柵の設置等） 

・自然植生被害対策 

 （生息情報等の収集等） 

 

■生息環境管理 

・シカの餌場となる放棄草

地の解消に向けた関係部

局の連携 

 ■モニタリング 

全県で実施 

・生息状況調査（捕獲数、

分布、密度等） 

・被害状況調査 

 

■精度の高い個体数推定

手法の検討 

・最新の統計解析技術を

用いた個体数推定手法

など先進研究事例等を

参考に検討。 

 

■普及啓発 

・計画の内容、シカの生

態、被害防除研修会や

捕獲に関する成功事例

等の周知 

 

■人材の確保育成 

・狩猟者の確保育成 

・被害防除対策に係る地

域リーダーの確保育成 

 

■他県との連携 

・本県の隣接県と捕獲手

法の検討や個体数管理

に関する情報交換 

 

 

 

                     （モニタリング結果をフィードバック） 

シカの生息数の減少 

別紙 ２ 
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第４次ツキノワグマ管理計画の概要 

計画策定の目的・計画期間等  背景・趣旨 

○ 客観的な根拠に基づく管理の実施 

・ツキノワグマ地域個体群の     

長期にわたる安定的な維持       

・農業被害・人身被害の軽減 

○ 計画期間  平成 29 年 4 月 1日～平成 34 年 3月 31 日 

○ 対象地域  岩手県全域 

 

 

 

 

① 中山間地域での人口減少等による耕作 

放棄地の増加 

②ツキノワグマの大量出没などによる 

人身被害や農林被害などの軋轢 

③ 個体数管理を担ってきた狩猟者の減少 

 

 

現  状  管理の目標  管理の実施  モニタリング等の実施

■生息状況 

・生息分布（県内全域） 

・生息頭数 

北上高地：2,100 頭 

北奥羽：1,300 頭 

■被害の状況 

・農業被害 

飼料作物、トウモロコシ 

リンゴなど 

Ｈ27：2,477 万円 

・人身被害 

 Ｈ27：14 名 

■被害防除状況 

・農業被害：防護柵、収穫

残渣の適正管理等 

・人身被害：住民等への周

知徹底、広報紙やＨＰな

どでの情報提供 

 

 ■目 標 

・地域個体群の維持

・被害の軽減 

 

■目標達成のための

施策の基本的考え方

① 個体数管理 

 捕獲上限設定、捕

獲許可の制限 

② 生息環境管理 

 ゾーニングに基づ

く環境管理 

③ 被害防除対策 

 被害防除対策の 

実施 

④ モニタリング 

 モニタリングと、

その結果のフィー

ドバック 

 ■個体数管理 

・大量出没に対応した複数 

年での捕獲上限数設定の

検討 

・春季捕獲の一部実施 

■生息環境管理 

・針広混交林への誘導、緑 

の回廊などの生息地の確 

保 

・里山や耕作放棄地の整備

など緩衝域の整備 

・河畔林の伐採など市街地

出没対策 

・誘因物の除去 

■被害防除対策 

・電気柵の設置、誘引物の

除去などの取組促進 

・刈払などの環境整備 

■モニタリング 

・捕獲状況、被害状況、生

息状況、繁殖状況、放射

性物質の状況など 

 ■モニタリング 

① 捕獲状況 

捕獲報告の取りまと

めによる捕獲状況の

把握 

② 被害状況 

農業被害、人身被害状

況の把握 

③ 生息状況 

小規模ヘアトラップに

よる継続的な生息動向

の把握 

④ 繁殖状況 

捕獲個体調査による繁

殖状況の把握、餌状況

の調査による出没の予

測 

⑤ 放射性物質の状況 

                            （フィードバック） 

【ツキノワグマ捕獲に当たっての基本的考え方】 

①原則として追払いの方法により対応する。 

②人への危害が発生もしくはその可能性が高い場合や、農業被害に対して捕獲以外に被害を防ぐ有効な

手段がない場合は捕獲を認める。 

③親子連れの捕獲を行う場合でも原則として幼獣の捕殺は認めない。 

人とツキノワグマとの 

適切な関係の構築 

別紙 ３ 
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第４次カモシカ管理計画の概要 

 

計画策定の目的・計画期間等  背景・趣旨 

○ 学術的価値に配慮しつつ科学的・計画的な管理の実施 

・カモシカ地域個体群の長期     

にわたる安定的な維持       

・農林業被害の軽減 

○ 計画期間  平成 29 年 4 月 1日～平成 34 年 3月 31 日 

○ 対象地域  岩手県（国指定鳥獣保護区を除く。） 

 

 

 

① 種指定の特別天然記念物 

② 農林業被害による人とカモシカとの軋轢

の社会問題化 

③ 現行計画に基づき捕獲等を実施したが、

依然として被害が発生 

 

現  状  管理の目標  管理の実施  モニタリング等の実施

■ 生息環境 

・森林の状況（117 万ｈa） 

・保護地域（3箇所） 

■ 生息状況 

・生息分布（県内全域） 

・生息密度 

0.95 頭/ｋ㎡：Ｈ24 

■ 農林業被害の状況 

・林業被害 

造林木の芽の食害 

Ｈ27：104 万円 

・農業被害 

水稲、豆類、野菜、 

果樹、飼料作物 

Ｈ27：1,396 万円 

■ 被害防除状況 

・林業被害：忌避剤 

・農業被害：防護柵 

・補助事業の実施状況 

Ｈ27：忌避剤（３市町村） 

（県教育委員会） 

 
■ 目 標 

・地域個体群の維持

・農林業被害の軽減

 

■ 目標達成のため

の施策の基本的考え

方 

① 通常の被害防除

対策で対応（防護柵

等） 

② 立地条件等によ

り防除対策でも被害

が軽減しない場合は

捕獲による防除を認

める。   

 
■ 通常の被害防除対策 

・市町村が主体 

・忌避剤、防護柵等 

■ 生息環境管理 

・カモシカの生息域である 

森林環境の保全 

・いわての森林づくり県民 

税による事業や国有林 

緑の回廊等の施策と連携 

■ 捕獲による防除 

＜被害地域、加害個体を特定

し、選択的に捕獲＞ 

・市町村で実施計画を作成し 

県に提出 

・県が保護管理検討委員会の 

意見を踏まえ承認 

・市町村で現状変更許可と鳥 

獣捕獲許可を取得 

・市町村で捕獲を実施 

 
■ モニタリング 

① 県 

生息動向（分布、密度）

調査、被害動向調査、捕

獲個体の分析 

② 市町村 

捕獲実施区域の生息状

況、被害状況調査、捕獲

時の記録、試料収集 

 

■ 普及啓発 

管理計画、カモシカの

生態等の周知、地域住民

に対する捕獲の周知（市

町村） 

                            （フィードバック） 

 

 

【市町村実施計画の承認に当たっての基本的考え方】 

① 捕獲実施区域の設定は適切であること。（設定した区域の被害軽減につながること。） 

② 通常の被害防除対策は十分であること。（労力・効果・効率等の観点から十分であること。） 

③ カモシカによる被害が経年的に発生していること。 

人とカモシカとの適切 

な関係の構築に資する 

別紙 ４
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第２次イノシシ管理計画の概要 

 

計画策定の目的・計画期間等  背景・趣旨 

○ 科学的・計画的な保護管理の実施 

・農林業被害等の低減 

 ・生息域拡大の抑制     

○ 計画期間  平成29年４月１日～平成34年３月31日 

○ 対象地域  岩手県全域 

 

 

 

イノシシの生息数増加や生息域拡大が進行

し、農林業被害等も増加・拡大しており、対

策が必要 

 

現  状  管理の目標  管理の実施  モニタリング等の実施 

■生息状況 

・生息域は滝沢市、雫石町

まで拡大 

・生息数は増加傾向 

■農林業被害状況 

・農業被害（増加・拡大） 

 水稲、飼料作物、野菜な

ど 

 H27：176万円 

（H25：251万円） 

・林業被害 

 なし 

■自然植生への影響 

 現時点で不明 

 

 
■目 標 

・侵入防止柵等の設置、捕

獲の強化による被害の

軽減 

■目標達成のための施策

の基本的考え方 

・侵入防止柵等による被害

防除の徹底 

・農地周辺での捕獲の強化

・継続的なモニタリング調

査による、対策の効果の

検証 

 
■地域区分 

・生息状況に応じて効果的

に対策を講じるため、県

内を３つに区分し、地域

ごとの対策を推進 

① 定着地域 

② 侵入地域 

③ 警戒地域 

■個体数管理 

・狩猟による捕獲の促進 

・有害捕獲及び個体数調整

の推進 

・地域ぐるみの捕獲体制の

整備 

■被害防除対策 

・侵入防止柵等の設置の推

進 

・地域ぐるみの被害防止体

制の整備 

■生息環境管理 

・耕作放棄地の刈払い等 

 

 
■モニタリング 

・捕獲情報の収集 

・目撃情報の収集 

・被害状況等の把握 

・対策の検証 

・個体数推定手法の検討 

■普及啓発 

・計画の内容、イノシシ

の生態、被害防除方法

等の周知 

■人材の確保育成 

・狩猟者の確保育成 

・被害防除対策に係る地

域リーダーの確保育成 

 

                                

                     （モニタリング結果をフィードバック） 

別紙 ５ 
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